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㈱ 野 村 総 業

野 村 機 器 ㈱

サンコー機材㈱

〃昭 島 支 店

〃西多摩支店

〃  府中支店

〃  秋川支店

〃  甲府支店

〃  八王子支店

㈱ 角 産

〃東京西営業所

㈱ ノ ム ラ

〃東松山営業所

〃足立営業所

沖 山 産 機 ㈱

〃 柏 営 業 所

㈱ 岡 本

倉 地 ㈱

〃 小岩営業所

〃八丈島営業所

〃 松 戸 支 店

〃葛飾営業所

管 工 機 材 住宅設備機器管友ネットワーク・グループ

TEL(03)5671-0391 FAX(03)5671-0394

〒179━0083
TEL(03)3931-0701 FAX(03)3931-0702
練馬区平和台3-26-15

〒178━0065
TEL(03)5387-5611 FAX(03)5387-5610
練馬区西大泉6-10 -2

〒121━0064足立区保木間1-11-2

〒167━0051
TEL(03)3393-2211 FAX(03)3391-4227
杉並区荻窪3-47-15

〒355━0023
TEL(0493)23-2921 FAX(0493)23-9216
東松山市六反町15-12

〒270━2224
TEL(03)3391-2211 FAX(03)3392-5616
杉並区荻窪3-47-17

〒131━0031
TEL(03)5247-7131 FAX(03)5247-7133

TEL(04)7132-6361 FAX(04)7132-9270

TEL(03)3654-8111 FAX(03)3651-1245

TEL(04996)2-1402 FAX(04996)2-2102

TEL(03)3356-4871 FAX(03)3356-4374

TEL(03)3624-4441 FAX(03)3622-6894

〒277━0872

〒133━0044

〒100━1511

〒160━0022

〒130━0004

墨田区墨田4-61-13

柏市十余二348

江戸川区本一色2-18-7

八丈島八丈町三根398

新宿区新宿1-11-15

墨田区本所1-33-9

TEL(047)391-5711 FAX(047)391-5777
松戸市大橋白幡1108-3

〒124━0022葛飾区奥戸6-4-12
TEL(03)5831-0801 FAX(03)5831-0800

〒167━0051

昭島市田中町1-36-12 〒196━0014
TEL(042)543-8811 FAX(042)546-5116
昭島市田中町1-36-12 〒196━0014
TEL(042)541-3652 FAX(042)546-3536
八王子市椚田町223-1 〒193━0942
TEL(042)668-2261  FAX(042)668-2271
府中市八幡町2-26-3 〒193━0942
TEL(042)365-6161 FAX(042)369-4456
羽村市羽加美1-7-1 〒205━0016
TEL(042)554-1151 FAX(042)554-7516
あきる野市瀬戸岡425-8 〒197━0803
TEL(042)559-5241 FAX(042)559-5205
山梨県甲斐市名取729 〒400-0112
TEL(055)276-4811 FAX(055)279－0771

〒187━0032小平市小川町1-341-2
TEL(042)342-2211 FAX(042)344-2211

技
能
者
新
規
登
録
１８
万
名
目
標

技
能
者
新
規
登
録
１８
万
名
目
標

Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ

運
営
協
総
会
で
新
年
度
事
業
計
画
決
定

管
種
・
継
手
の
耐
震
適
合
性
評
価

能
登
半
島
地
震
を
踏
ま
え
初
会
合

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ

ス
テ
ム
運
営
協
議
会
（
会
長

・
楠
田
幹
人
国
土
交
通
省
不

動
産
・
建
設
経
済
局
長
）
は

３
月
３０
日
、
東
京
・
港
区
の

建
設
業
振
興
基
金
で
第
１３
回

総
会
を
開
き
、
技
能
者
新
規

登
録
１８
万
名
な
ど
を
目
標
と

す
る
新
年
度
事
業
計
画
を
決

定
し
た
。
技
能
者
登
録
方
式

の
詳
細
型
一
本
化
や
次
期
シ

ス
テ
ム
構
築
に
伴
う
ス
マ
ー

ト
フ
ォ
ン
開
発
計
画
な
ど
を

推
進
し
て
い
く
。

建
設
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
シ

ス
テ
ム
（
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
）
は
技

能
者
の
就
業
実
績
や
資
格
を

登
録
し
、
技
能
の
公
正
な
評

価
な
ど
に
つ
な
げ
る
こ
と
を

狙
い
と
し
て
い
る
。
２
０
２

５
年
２
月
ま
で
に
累
計
１
８

０
万
１
４
９
９
名
の
技
能
者

・
３０
万
７
９
９
２
社
の
事
業

者
（
一
人
親
方
を
含
む
）
が

登
録
し
て
い
る
。

配
管
技
能
者
は
１４
万
１
１

４
１
名
で
国
勢
調
査
に
お
け

る
配
管
技
能
者
の
約
７０
％
が

登
録
。
内
訳
は
配
管
工
が
９

万
６
８
７
２
名
、
設
備
機
械

工
が
２
万
７
８
１
９
名
、
ダ

ク
ト
工
が
１
万
６
４
５
０
名

と
な
っ
て
い
る
。

総
会
で
は
楠
田
会
長
が
あ

い
さ
つ
し
「
建
設
業
の
発
展

に
は
技
能
者
の
処
遇
改
善
が

不
可
欠
だ
。
官
民
一
体
の
努

力
に
よ
り
登
録
者
数
は
１
８

０
万
名
を
超
え
て
い
る
。
国

交
省
は
担
い
手
３
法
を
改
正

し
、
適
切
な
賃
金
の
支
払
い

を
努
力
義
務
化
し
た
。
そ
の

一
端
を
担
う
の
が
目
標
値

と
標
準
値
を
定
め
た
Ｃ
Ｃ

Ｕ
Ｓ
の
レ
ベ
ル
別
年
収

だ
。
来
年
４
月
に
ス
タ
ー

ト
す
る
育
成
就
労
制
度
で

も
Ｃ
Ｃ
Ｕ
Ｓ
登
録
を
必
須

と
し
て
い
る
。
利
用
拡
大

３
カ
年
計
画
を
踏
ま
え
、

技
能
者
・
事
業
者
に
メ
リ

ッ
ト
を
感
じ
て
も
ら
え
る
よ

う
環
境
整
備
に
努
め
て
い

く
」
と
述
べ
た
。

２
０
２
６
年
度
は
技
能
者

新
規
登
録
１８
万
名
・
事
業
者

新
規
登
録
１
万
２
千
社
（
一

人
親
方
を
除
く
）
・
事
業
者

更
新
３
万
３
千
社
（
同
）
・

就
業
履
歴
数
１
億
２
千
万
件

を
目
標
に
掲
げ
た
。
簡
略
型

・
詳
細
型
の
２
種
類
が
あ
る

技
能
者
登
録
方
式
に
つ
い
て

は
詳
細
型
に
一
本
化
し
、
１

年
間
の
周
知
期
間
を
経
て
来

年
４
月
か
ら
実
施
す
る
。

国
土
交
通
省
は
３
月
２７
日
、
東
京
・
霞
が
関
の
中
央
合
同
庁
舎
２
号
館
会
議
室
で
第
１
回
「
管
路
の
耐
震
化
に

関
す
る
検
討
会
」
（
座
長
・
滝
沢
智
東
京
都
立
大
学
都
市
環
境
学
部
都
市
基
盤
環
境
学
科
特
任
教
授
）
を
開
催
し

た
。
能
登
半
島
地
震
に
よ
る
水
道
管
路
の
被
害
状
況
を
踏
ま
え
、
管
種
・
継
手
そ
れ
ぞ
れ
の
耐
震
適
合
性
に
つ
い

て
評
価
す
る
。
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
へ
の
備
え
な
ど
水
道
管
路
の
耐
震
化
は
喫
緊
の
課
題
と
な
っ
て
い
る
こ
と

か
ら
、
業
界
団
体
や
水
道
事
業
者
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
行
い
、
夏
頃
に
報
告
書
を
ま
と
め
る
方
針
だ
。

同
検
討
会
は
学
識
者
、
地

方
公
共
団
体
、
関
係
団
体
な

ど
で
構
成
。
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー

と
し
て
日
本
ダ
ク
タ
イ
ル
鉄

管
協
会
、
日
本
水
道
鋼
管
協

会
、
配
水
用
ポ
リ
エ
チ
レ
ン

パ
イ
プ
シ
ス
テ
ム
協
会
、
塩

化
ビ
ニ
ル
管
・
継
手
協
会
な

ど
が
参
加
し
て
い
る
。

初
会
合
で
は
国
交
省
の
松

原
英
憲
水
管
理
・
国
土
保
全

局
官
房
審
議
官
（
上
下
水

道
）
が
冒
頭
あ
い
さ
つ
に
立

ち
「
能
登
半
島
地
震
で
は
管

路
や
浄
水
場
の
破
損
に
よ
り

断
水
な
ど
大
き
な
被
害
が
発

生
し
た
。
国
民
が
水
道
の
重

要
性
を
改
め
て
認
識
す
る
契

機
と
な
り
、
当
省
も
各
審
議

会
や
委
員
会
で
対
策
の
検
討

を
進
め
て
き
た
。
皆
さ
ま
に

は
個
々
の
管
種
・
継
手
ご
と

に
耐
震
適
合
性
の
評
価
を
行

っ
て
い
た
だ
き
た
い
」
と
呼

び
か
け
た
。

続
い
て
滝
沢
座
長
が
「
能

登
半
島
地
震
で
被
災
し
た
水

道
管
は
復
旧
ま
で
に
多
大
な

時
間
を
要
し
た
。
被
害
の
状

況
を
明
ら
か
に
し
、
耐
震
化

に
向
け
た
取
り
組
み
を
加
速

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

る
。
皆
さ
ま
の
専
門
的
な
知

見
を
結
集
し
、
今
後
の
方
針

を
打
ち
出
し
て
い
き
た
い
」

と
意
欲
を
示
し
た
。

議
事
で
は
業
界
団
体
が
作

成
し
た
資
料
な
ど
に
基
づ
き

耐
震
化
を
取
り
巻
く
動
向
や

能
登
半
島
地
震
被
害
状
況
、

過
去
発
生
し
た
地
震
で
被
災

地
に
布
設
さ
れ
て
い
た
管
種

・
継
手
に
つ
い
て
説
明
。

こ
れ
ま
で
の
管
種
・
継
手
ご

と
の
被
害
の
分
析
結
果
に
つ

い
て
は
ダ
ク
タ
イ
ル
鋳
鉄
管

（
Ｎ
Ｓ
形
継
手
な
ど
）
や
配

水
用
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
管
（
融

着
継
手
）
の
被
害
が
少
な
か

っ
た
と
さ
れ
る
分
析
結
果
の

評
価
な
ど
を
め
ぐ
っ
て
活
発

に
意
見
交
換
し
た
。

国
交
省
は
能
登
半
島
地
震

の
教
訓
か
ら
避
難
所
な
ど
の

重
要
施
設
に
接
続
す
る
水
道

管
路
の
耐
震
化
を
進
め
る
こ

と
を
重
視
し
て
い
る
。
今

後
、
水
道
法
に
基
づ
く
水
道

施
設
の
技
術
的
基
準
を
定
め

る
省
令
を
改
正
し
、
重
要
施

設
に
接
続
ず
る
配
水
支
管
な

ど
に
つ
い
て
基
幹
管
路
（
導

水
管
・
送
水
管
・
配
水
本

管
）
と
同
様
の
耐
震
性
能

（
レ
ベ
ル
２
地
震
動
へ
の
対

応
な
ど
）
を
確
保
す
る
こ
と

を
義
務
づ
け
る
予
定
だ
。

水道管路耐震化へ水道管路耐震化へ

国交省検討会が活発に意見交換

松原審議官

森田座長

建設業振興基金で開催

楠田会長
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